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Abstract

This report is discussed as to the、 、'Orking conditions of the prOcessing marine products

industry in Hachinohe City  Through the survey of the M/orking conditions by using question―

naires it was observed that the employment conditions of the processing marine products

industry、
'ヽ ere below the level  And it、、アas obseぃァed that the part― tirners,vere inferior to the

regular members in the 、vorking conditions  But in the factories of the prOcessing marine

products in HachinOhe City many part― timers wOrk these days  ln the future it Mァ ill be needed

to imprOve the M/orking conditions of the part― tilners

1. `よ じめ に

八戸港の水揚げ高は数量・金額とも,全国主

要漁港の中でもトップクラスに位置 しており,

八戸市の工業生産額から見ると水産業は約 15.4

%の構成比であるが, これを食料品工業製造
品出荷額から主要業種について構成比を求める

と約 72.5%と なり,大規模漁港と豊富な漁獲量

を背景とした水産食料品工業に負うところが大

きいと言われている
1)① このような水産加工業

は協業化のため協同組合を組織し, また水産加

工団地を定設し,生産性の向上,公害防止機能

等の充実を図っている。一方,八戸港の水揚げ
の約 70.0%は , さぼ。いわし等の多獲性大衆魚

であり, しかも時期的に集中して大星
~に
水揚げ

されることから,八戸市内の水産加工業界では

昭和 58年 11月 30日 受理
本 産業機械工学科専任講師

水揚げの受入れ体制 。加工原魚の安定供給等が

問題 とされている
1)。 また労務管理的な面から

も繁閑の激しい業種の特殊性を考慮に入れた従

業員の管理が必要である。次に先頃,業界関係

者が「新製品や新技術導入 。開発で将来の水産

加工業界は高度加工化へ向かう。事業の共同化

等も課題だし,生産一流通一販売とも解決すべ

き部門が多い。水産業振興には人材の確保と育

成がカギ。中央にばかり目を向けず,地場産業
の見直 しも必要だ」

2)と
協力を求めていたが,

地場産業の雇用水準がまだまだ低いこと,若年

層の欲求の多様化からくる水産業の特殊性に対

する感覚等より,求人数に対して求職者数が少
ないのが現況であり,人材の確保が問題である。

更に,八戸市内の水産加工工場にも多くの中高
年の婦人がノく~ト タイマーとして l動 いている

が,行政管理庁 (以後,行管庁と略す)が発表
した「ノく~ト タイム労l動者等の労l動条件確保に
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関する実態調査 (以後,実態調査と略す)」 によ

ると,勤務条件が常勤者とそう変わらないのに

就業規則未作成,年次有給休暇を与えていない,

法定福利厚生である諸保険の未加入,最低賃金

違反等々不利な待遇を受けていることが明らか

にされており,事業所に対する行政指導を徹底
するよう勧告しているが, このようなパートタ

イマーの処遇が問題となってくる。

本報告は, これらの問題を抱えた八戸市下の

水産加工業に働 く従業員の実態と労l動条件を調

査し,地場産業のよりよい発展を願って一考察
を述べるものである①

2.調 査 方 法

調査は調査用紙を郵送により配布し,期限迄
に返送するよう依頼し,回収する形式をとった。

期限後,未回収企業に対して,再度依頼状を郵
送し,期限を延期し,回収を図った。また回答
の中で不明確・不充分な点に関しては,電話で

回答をもらい,補足した。調査対象企業は,八
戸市下に工場をもつ大小 115社の水産加工業者

で,最終回収数は 45社 (回収率 391%)であっ
た。尚,調査期間は昭和 58年 7月 1日 ～8月 20

日迄の約 1カ 月半である。

3.調査結果および考察

3.1.調査対象企業の概要

(1)創業年次と企業形態

昭和 4年に開設された魚市場をもつ八戸市下

の水産加工業者の創業年次と企業形態を示した

のが表 1である。これより,創業年次では,魚
市場が開設される以前から創業している企業が

1社 (2.2%)あ るものの,戦前に創業している

企業は 4社 (8.9%)の 回答しか得られず,大半
が戦後に創業した企業であった。特に,昭和 25

年～昭和 45年の間に 32社 (711%)の企業が創

業しており,昭和 50年以降の最近に創業した企

業は 4社 (8.9%)た らずであった。企業形態で

は,株式会社が 32社 (71.1%)と 7割を越え,企

業形態の多くを占めている。続いて,有限会社
が 8社 (17.8%),個人企業が 4社 (8,9%),そ

して協同組合が 1社 (2.2%)と なっている。こ

れは八戸市下の水産加工業者全体の割合を示し

ているとは言えず,小規模の企業からの回答が

非常に少なかったことをつけ加えておく。

(2)企業規模

企業規模を区分する基準としては,資本金 。

従業員数・生産額。使用動力等が考えられるが,

本報告は資本金と従業員数の大小によって分類

した。表 2は資本金規模別,表 3は従業員規模
別を示す。中小企業基本法によると,資本金規

表 1創 業 年 次 と 企 業 形 態
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計

割 合
(%)

昭 和 以 前
昭和元年～ 9年

昭和10年 ～19年

日召示日20年～29年

昭和30年～39年

昭不日40年 -49年

昭和50年以降

2.2

22
44
28,9

26.7

26.7

8,9

32

回答数
(社 )

71.1

22
22

4.4

17 8

20 0

20 0

44

割 合
(%)

株 式 会 社

回答数
(社 )

17 8

0.0

0_0

0.0

6.7

44
22
44

を1 合
(%)

有 限 会 社

回答数

(社 )

8.9

0.0

00

00
44
22

22

00

割 合
(%)

個 人 企 業

回答数
(社 )

2.2

00
0.0

0.0

00
0.0

2.2

0.0

古」 合
(%)

協 同 組 合

45

回答数

(社 )

計 100,0



回答数
(社 )

45

割 合
(%)

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

2.2

協 同 組 合

回答数
(社 )

8.9

割 合
(%)

2.2

0.0

2.2

00
0.0

0.0

0.0

4.4

個 人 企 業

回答数
(社 )

17.8

割 合
(%)

8,9

22
4.4

0.0

2.2

0.0

0.0

0.0

有 限 会 社

回答数
(社 )

割 合
(%)

2.2

13.3

22.2

11 1

13 3

6.7

2.2

0,0

71.1

株 式 会 社

回答数
(社 )

32
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表 2資 本 金 規 模 別

500万円未満

500～ 1000万円未 ,前

1000～ 3000万円未満

3000～ 5000万円未満

5000～  11意円未満

1～  5億 円未満
5億円以上

無   記   入

計

模別では 40社 (88.9%),従業員規模別では 41

社 (91.1%)が 中小企業に分類される企業であ

り,八戸市下の水産加工業界は小規模な企業が

多いことを知ることができる。表 2よ り,株式

会社では資本金が 1,000～ 3,000万円未満の企

業が 10社 (22.2%)と 多くなっているが,有限

会社・個人企業では 500万円未満の企業が多い。

また資本金が 1億円を越える,いわゆる大企業

と呼ばれる企業 5社のうち 3社が地元資本の企

業である。次に表 3よ り,株式会社では従業員

数が 50～ 99人 以下の規模の企業が 10社 (22.2

%)と 多くなっているが,有限会社・個人企業
では 12社中 9社までが従業員数 10～ 29人以下

の規模の企業である。全体では 49人以下の規模

の企業が 23社 (512%),99人 以下の規模の企

計

割 合
(%)

13.3

15.6

28 9

11.1

15.6

8.9

22
4,4

100.0

業が 34社 (75.6%)と なっている。

(3)就業規貝」・労l動組合

労l動基準法第 2条は「労働条件は,労働者と

使用者が対等の立場において決定すべきもので

ある。労l動者及び使用者は,労働協約・就業規

則及び労l動契約を遵守し,誠実に各々その義務

を履行しなければならない」と規定しているが,

その就業規貝」の未作成率が行管庁の実態調査で

は,パ ートタイマーの場合,約 61%であるのに

対して本調査結果では 19社 (67.9%)が作成し

ていると回答が出ていることは,非常に喜ばし

いことである。しかし,正規従業員の場合でも

4社 (89%)カミ作成していないとの回答も出て

いることに注目しなければならない。労l動組合

に関しては,労 l動組合法により労l動組合を組織

表3従 業 員 規 模 別
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計

9人以下

10～ 29人以下

30～ 49人以下

50～ 99人以下

100～ 199人以下

200～ 299人以下

300人以」ヒ

害」
(%
ハ

)

6.7

28.9

15,6

24.4

15.6

0.0

8.9

回答数
(社 )

4522

合
＞%

割

く

0.0

0,0

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

協 同 組 合

回

ぐ
数
，
答
社

8,9

割 合
(%)

00
8.9

0.0

0,0

00
0.0

0.0

個 人 企 業

回答数
(社 )

17.8

合
＞%

士
口

2.2

11.1

2.2

22
0.0

00
0.0

有 限 会 社

回答数

(社 )

71.1

割 合
(%)

44
8。 9

13.3

22.2

13.3

0,0

8.9

32

株 式 会 社

回答数
(社 )

計
100.0



入

有

無

記征
（

一人

有

無

記生
小

45

回

ぐ
答数

社 )

100 0

11 1

82 2

6.7

88.9

89
22

■
口

%
合

ナ

正規従業員

28

回答数
(社 )

就
業
規
則

労
働
組
合

表4就 業 規 則 ・ 労 働 組 合

臨・パ従業員

割 合
(%)

67 9

25.0

7.1

100.0

し,団結することを擁護しているにもかかわら
ず,労働組合がある企業は 5社 (11.1%)た らず
で,業界の企業規模が小さいことがかなり反映
している。また労働省内に設けられたパー トプ

ロジェクトチームの提言
3)に よると,就業規則

を変更する場合,労 l壼力組合がなくともパー ト労
働者の過半数を代表する者の意見を聴 くべきだ

としている。

3。 2.従業員の概要

(1)雇用形態別従業員分布

従業員の雇用形態を正規従業員と臨時 。パー

ト従業員としてまとめたのが表 5である。全体

八戸工業大学紀要 第 3巻

表5雇 用 形 態 別 従 業 員 分 布

としては,正規従業員が 592%,臨 時。パート従
業員が 40.8%を 占めている。正規従業員の場

合,男子従業員は平均が 25.8%であり,最頻値
と一致するが,女子従業員は,平均は 33.4%で

あるが,臨時・パート従業員の採用の有無によっ

て 2つの山に分れる結果となっている。臨時・
パート従業員の場合,採用していない企業が男
子従業員で 26社 (57.8%),女子従業員で 17社

(378%)も みられ, しかも男子従業員は人数的
にもあまり採用されておらず,0～ 10%未満で

採用している企業が 19社中 15社 (78.9%)も あ

る。女子従業員は最も多い人数を占めており,平

均で 37.4%でぁった。また正規従業員,臨時・
パート従業員関係なくして,男子・女子従業員
別でみると,女子従業員が圧倒的に多く,70.8%

を占めており,いかに女性の労働力に頼ってい
るかを知ることができる。

(2)正規従業員の大卒 。短大卒分布

各企業の正規従業員の最終学歴が大卒・短大

卒である比率を男女別で見たのが表 6である。
これより,大卒・短大卒の採用がない企業は,男

子従業員が 20社 (44.4%),女子従業員が 37社

(82.2%)と なっており,非常に少なく,特に女
子従業員は 80%を 上回っている。また平均で
は,男子従業員が 79%,女子従業員が 0.6%で

計

臨 時 ・パ ー ト従 業 員

女 子 従 業 員

0%
0～ 10%未満

10～30%未満

30～ 50%未満

50～ 70%未満
70～ 90%未満

90%以上

計

?fl 合
(%)

37.8

0.0

28.9

8.9

15 6

8.9

00

45

回 答 数
(社 )

25.8%

100 0

44

8.9

44.4

20 0

4.4

13.3

4.4

(%)
告1

男 子 従 業 員

45

回 答 数
(社 )

334%

100.0

2.2

26.7

22.2

6.7

26.7

13.3

2.2

%

生
回
∧
ロ

女 子 従 業 員

正 規 従 業 員

45

回 答 数
(社 )

34%

100.0

57.8

33.3

8.9

0,0

00
00
00

(%)
古1

男 子 従 業 員

45

回 答 数
(社 )
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平 均 比 率 37 4%

100,0



八戸市下の企業における従業員の労働条件についての一考察 (小嶋)

表6正 規 従 業 員 の 大 卒 ・ 短 大 卒 分 布

0%
0～ 5%未満

5～ 10%未満

10～ 20%未満

20～ 30%未満

30～ 40%未満

40～ 50%未満

無  記  入

計

平 均 比 率

ある。このことは業界の高令化の影響があるが,

これからの業界は新製品 。新技術の導入・開発

で高度加工化へ向かう。その為には,人材の確
保と育成がカギであると言われている折, もっ

と積極的な,優秀な技術者の求人が望まれると
ころである。

●)平均年令
各企業の従業員の平均年令は表 7に示すとお

りである。正規従業員,臨時・パート従業員と

も,女子従業員は中高年の婦人が多い為平均で
は 40才前後となっており,男子従業員も40才

坐 .4

28 9

8.9

13.3

2.2

22
00
0.0

100.0

3.8%

近 くなっており業界の高令化を示している。正

規従業員の場合,男子従業員は 35～ 40才未満に

19社 (42.2%)の ピークをもち,40～ 45才未満

が 10社 (22.2%)と 続 くが,女子従業員は前述
したが,臨時・パート従業員の採用の有無によ
る影響が表れており,20～ 25才未満と40才前

後に 2つの山が見られる。臨時・パート従業員

の場合,男子従業員は 35～ 45才未満に,女子従

業員は 40～ 45才未満に 11社 (39.3%)の ピーク

を持ち,45～ 50才未満が 7社 (25.0%)と 続 く。

表 7平 均 年 令
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全 従 業 員

宙1

(%)

臨 時 ・パ ー ト従 業 員

女 子 従 業 員

省1

(%)

0.0

3.6

3.6

14.3

39.3

25.0

10。 7

36

20～ 25才 未満

25～ 30才 未満

30～ 35才 未満

35～ 40才 未満

40～ 45才 未満

45～ 50才 未満

50オ 以上

無  記  入

計

回 答 数
(社 )

45

入
ロ省」

(%)

82 2

6.7

0,0

44
2.2

0,0

0.0

4.4

100.0

女 子 従 業 員

回 答 数
(社 )

45

0.6%

%

■
ロ
八
ロ

44.4

4.4

17.8

20.0

67
0.0

2.2

4.4

100.0

男 子 従 業 員

回 答 数
(社 )

45

7.9%

回 答 数
(社 )

28100.0

省」

(%)

0,0

53
21 1

26 3

26.3

5.3

5.3

10.5

男 子 従 業 員

回 答 数
(社 )

19

38 1ラ|

(%)
害」

15.6

6.7

4.4

20.0

20.0

20 0

6.7

6.7

100.0

女 子 従 業 員

回 答 数
(社 )

45

407,む

(%)
割

0.0

2.2

8.9

42.2

22 2

11 1

2.2

11.1

100 0

正 規 従 業 員

男 子 従 業 員

回 答 数
(社 )

45

37.6ラ「

導

平 均 年 令 39,5才

100.0



表8平 均 勤 続 年 数
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臨・パ従業員

割 合
(%)

臨 時 ・ パ ー ト従 業 員

女 子 従 業 員

(%)

■
日

3年未前

3～ 5年未満

5～ 10年未満

10～ 15年未満

15～ 20年末 ,前

20年以上

32 1

25 0

32 1

00

7.1

00

3.6一人生
小

平均勤統年数

(4)平均勤続年数

各企業の平均勤続年数の分布を示したのが表

8である。これより,正規従業員と臨時。パート

従業員のそれを比較してみると,当然のことな
がら正規従業員の勤続年数の方が長 くなってい

る。女子従業員に関して見ると正規従業員の方

が 3_6年長 くなっている。また勤続年数 5年未

満では,正規従業員が 10社 (222%),臨時・パー

ト従業員が 16社 (571%)で あり,定着率が明
らかに正規従業員の方がよい。前述してあるが ,

臨時・パート従業員の採用の有無の影響が問題

100 0

4.1年

にされたが, ここで推測する限り,臨時 。パー

ト従業員として採用せず,正規従業員として採

用した方が明らかに勤続年数が長 くなると思わ

れる。

(5)平均欠
‐
勤率・平均離職率

各企業の従業員の平均欠勤率を表 9に ,平均
離職率を表 10に示す。平均欠勤率においては,

正規従業員,臨時・パー ト従業員とも 4社の無

記入分があるが,平均で正規従業員は 9.4%,臨

時・パート従業員は 19.6%と 回答しており,や
はり正規従業貝が低 くなっているのは当然であ

表10平 均 離 職 卒

臨・パ従業員

省」 合
(%)

言十

表 9平 均 欠 勤 率

3%未 i前

3～ 5%未満

5～ 10%未満

10～ 20%未満

20～ 50%未満

50%以上

計

無  記  入無  記  入

143
00
2.2

32.1

28 6

7.1

14.3

25.0

0.0

7.1

25.0

14.3

10,7

17.9

3%未満
3～ 5%未満

5～ 10%未満

10～ 20%未満

20～ 50%未満

50%以上

計

平均 離耳成率

100 0 100 0
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回 答 数
(社 )

45

(%)
省1

男 子 従 業 員

10.5年

100 0

00

89

31 1

35 6

11 1

44

89

回 答 数
(社 )

45

77年

100 0

67
15.6

46 7

15 6

4.4

44
6.7

す
田

%
Ａ
ロ

女 子 従 業 員

正 規 従 業 貝

19

回 答 数
(社 )

34年

52 6

31 6

53
00
00
00
10 5

ｔ
ロ

%
Ａ
ロ

男 子 従 業 員

100 0 28

回 答 数
(社 )

45

回答数
(社 )

9.4%

100 0

42 2

11.1

6.7

13.3

11.1

6.7

8.9

古」 合
(%)

正規従業員

28

回答数
(社 )

45

回答数
(社 )

4.4%

100 0

33 3

11.1

17 8

13.3

4.4

22

17 8

割 合
(%)

正規従業員

28

回答数
(社 )

平均 欠 勤 率 19.6% 143%
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るが,正規従業員でも欠勤率が 20%を越える企

業が 8社 (17.8%)も ある。これは後述するが,

事務系従業員と現場系従業員の待遇の違いが出

たものであり,休 日・年次有給休暇等の取り扱
いの違いによるものである。平均離職率におい

ても,当然ながら正規従業貝が低くなっており,

平均で 4.4%と なっている。臨時・パート従業員

は平均では 14.3%と なっているものの,50%以
上の企業が 3社 (107%)あ り,その中には毎年

9月 に全従業員を求人し,翌年 7月 に全従業員
を退職させる企業もあり,盛漁期の集中・小規

模企業の影響が反映している。

3.3.従業員の労働条件

(1)労働時間

労l動時間
4)は
労l動契約に基づいて,労 l動者が

使用者の指揮命令により労l動に服する時間であ

るとしているが,内容が雑多であり,通勤時間 ,

休憩時間等は労働時間に含まないとし,朝礼,作

業前の準備 。作業後の後始末,清掃,手待時間

等は労働時間であるとしている。労l動基準法上

では,第 32条で「使用者は労働者に休憩時間を

除き,1日 について 8時間,1週について 48時

間を超えて労働させてはならない」と規定し,第

34条で「使用者は労働時間が 6時間を超える場

合においては少なくとも 45分 ,8時間を超える

場合においては少なくとも 1時間の休憩時間を

労l動時間の途中に与えなければならない」と規

定している。

lイ)拘束時間
労l動時間以外に実際に拘束されている休憩時

間を合めた時間をいうが,近年労働時間の短縮
が問題にされているが,実際には拘束時間が問

題となる。表 11に よると,正規従業員は全社と

も拘束時間が 9時間となっており,企業規模が

小さいことも影響してか,水産加工業において

は労働時間短縮の問題は皆無の状態である。ま

た臨時・パート従業員も正規従業員と変わらな

い時間帯でl動いており,パ ートとは名ばかりの

状態にある。正規従業員と同じ拘束時間の企業

表11拘 束 時 間

臨・パ従業員

8 :00´-17:00

8:10～ 17:10

8 :30--16:00

8 :30--16:30

9 :00´-16:00

9 :00～ 17:00

無  記  入

計

御〕合
(%)

60,7

0.0

3.6

36
14 3

36
14.3

100.0

臨・パ従業員

表12休 憩 時 間

割 合
(%)

年
　
　
一刷

36
36
0.0

92,9

昼

82 1

10 7

71

3.6

7.1

36
0.0

85.7

100.0

|ま 17社 (60.7%)も あり, これは労l動省内のプ

ロジェクトチームが発表した結果
9(23.7%)よ

りも追かに高いものである。

(口)休憩時間
労l動 に伴 う皮労は休憩という手段で回復する

のだが,その長さと与え方については法的に規

定はされているが,従業員の作業に対する渡労
の度合を考慮して設定する必要があり,昼の休

憩時間以外に,午前・午後の休憩時間の設定も

必要になる。表 12よ り,昼の休憩時間は正規従

午

　

　

　

後

計

―- 17 -―

回答数
(社 )

28

割 合
(%)

91.1

2.2

0.0

00
0.0

0.0

6.7

100.0

正規従業員

回答数
(社 )

45

ま

回答数
(社 )

28

合
，％
制
ぐ

4,4

2.2

2.2

91,1

86 7

8.9

4.4

4.4

6.7

2.2

2.2

84.4

100.0

正規従業員

回答数
(社 )

45

10:00´-10: 15

15分 間 休 慰

適宜仕事に合せて

無  記  入

12:00´ -13:00

1 日寺間 イ木 慰

無  記  入

15:00～ 15: 10

15:00～ 15:15

15分 間 休 剋(

適宜仕事に合せて

無  記  入
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業員,臨時・パート従業員とも,lま とんどが 1時

間与えられているが,午前 。午後の休憩時間は

正規従業員,臨時・パート従業員ともあまり与
えられていないが,僅かに午後の休憩が多 く
なっている。水産加工工場にl動 く従業員は中高

年の婦人層が多いことや,作業上立ちっばなし
の状況にあること等を考え合わせると,午前・

午後の休憩時間の設定が望まれるところであ

る。しかし,鮮魚祭を取扱っている特殊性から,

少しでも早く処理したいということで設定でき

ないでいるのが現実であるようだ。

い 週所定労l動時間
週所定労働時間とは所定の始業時亥」から終業

時刻までの時間 (拘束時間)か ら休憩時間を差
し引いた週間の労 l動時間である。表 13よ り,正

規従業員は労l動基準法で定められた 48時間が

ほとんどであり,48時間未満は全くない。逆に,

労l動時間短縮の傾向に逆 うがごとく,54時間が

1社 (2.2%),56時間が 2社 (4.4%)あ る。臨

時・パート従業員もこれに倣っているが,僅か
に 48時間未満が存在している。

0 所定外労l動時間
所定外労働時間とは,早出・残業・休日出動
など所定労 l壼力時間以外の労働時間のことであ

る。八戸市下の水産加工業の場合,時期的に集
中して大量に水揚げされることから,季節的に

表13週 所 定 労 働 時 膳↓

臨・バ従業員

制 合
(%)

390時間

420日寺間

480日寺間

48.5時間

490時間

540時間

560時間

無 記 入

36
3.6

42 9

36
0.0

3_6

3.6

39.3

17.9

32 1

17.9

3.6

36
0.0

25 0

計 100 0

仕事の繁閑がある。表 14は,繁忙期におlする一

日の平均残業時間を示したものであるが,その

特殊性より,残業を行なっていない企業は少な
く,女子従業員に関しては中高年の婦人が多い

ということもあり,男子従業員に比較して少し

少ないようである。

② 休日・休暇
休日とは従業員が労l動義務を負わない日のこ

とをいい,労働基準法で定める週休日と企業の

定める公休日がある。労l動基準法第 35条は「使

用者は労働者に対して,毎週少なくとも 1回 の

休日を与えなければならない」と規定している

が, 日曜日に定める必要はない。企業の定める

表14 繁忙期における一日の平均残業時間

臨 時 ・パ ー ト従 業 員

女 子 従 業 貝

Tf」

(%)

0時間

1時間未満

1～ 2時間未満

2～ 3時間未満

3～ 4時間未満

4～ 5時間未満

無  記  入

計 100.0
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45

０

０

２２

０

１

１

２

‐９

回答数
(社 )

100.0

00

00

48.9

00
22

22

44

42 2

省」 合
(%)

正規従業員

28

回答数

(社 )

45

回 答 数
(社 )

1.8時間

100.0

22
15 6

26 7

24 4

15.6

67
89

(%)
存」

男 子 従 業 員

45

回 答 数
(社 )

10時間

100.0

15_6

22 2

31 1

13.3

22

00
15.6

(%)
害1

女 子 従 業 員

正 規 従 業 員

19

回 答 数

(社 )

11時 間

100 0

10.5

26.3

36.8

158

0.0

0.0

10 5

(%)
存」

男 子 従 業 員

28

回 答 数
(社 )

平均残業時 間 07時間
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休日は,国の祝祭日。創立記念日・盆 。年末・

年始・夏季休日・ メーデー等様々であるが,一
般に企業規模が小さくなるにつれて少なく, 日

数も少ない。賃金が保障され,希望する日に休
暇をとることができる年次有給休暇は,疲労の
回復・健康の増進 。文化的生活の享受等の為に

設けられているが,法的には労働基準法第 39条

に休暇の最低日数等具体的に規定されている。

その他法的には,産前産後休暇 。生理休暇を定
めており,法的以外には,慶弔休暇・災害休暇・

褒賞休暇等を設けているが,様々な問題を抱え
ている。

lイl 週体制

最近,大企業において週休二日制度が完全実
施・隔週二日。月一回といった形で拡がってき

ているが,中小企業においてはまだまだのよう
である。表 15に よると,水産加工業界では週休

二日制が皆無の状況である。逆に,労働基準法
で定められている週一回の休日も与えられてい

ない企業もあり,月 休一日・月休二日といった

形で休日をとっている企業もあり,改善が望ま
れるところである。

表15 週  体  制

臨・パ従業員

割 合
(%)

表16 休   日

臨・パ従業員

割 合
(%)

0.0

7.1

17.9

35.7

10.7

10.7

0.0

7.1

3.6

3.6

3.6

5.6日

17 9

3.6

32.1

17.9

17.9

3.6

0,0

7.1

3.9日

39.3

7.1

3.6

3.6

3.6

7.1

10.7

25.0

46日

計 100 0

が正規従業員の場合で 6社 (13.3%),臨時・パー

ト従業員の場合で 5社 (17.9%)も ある。平均日

数でも,年末 。年始休日は 5.5日 で,夏季休日
の 3.5日 より2日 多くなっている。その他の休

日としては,二月連体等を上げており,17社 (37.

8%)で実施している。

年

末

・

年

始

休

日

週休 1日

週休 2日

月T木 1日

月休 4日

無 記 入

92.9

0.0

0.0

0.0

7.1

夏

季

休

日

そ

の

他

の

休

日

計 100.0

(口)休 日
企業の定める休日として代表的な年末・年始

休日,夏季休日を取 り上げ回答を求めた結果が
表 16である。これより,正規従業員,臨時・パー

ト従業員とも,年末 。年始休日はほとんどの企
業でよく採られているが,夏季休日となるとあ
まり採用されておらず,実施されていない企業
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回答数
(社 )

28

割 合
(%)

86.7

0.0

2.2

2.2

8.9

1(Xl.0

正規従業員

回答数
(社 )

45

回答数

(社 )

割 合
(%)

0.0

6.7

22.2

35.6

13.3

8.9

2.2

6.7

2.2

0.0

2.2

13.3

8.9

37.8

22.2

13.3

0.0

0.0

4,4

31.1

4.4

6.7

6.7

4.4

4.4

11.1

31.1

100.0

正規従業員

回答数
(社 )

5.5日

3.5日

3.9日

45

間

聞

間

間

間

間

間

問

間

他

入

日

日

日

日

日

日

日

日

日

の

記

０

３

４

５

６

７

８

１０

１１

そ

無

平均 日数

間

間

間

間

間

間

他

入

日

日

日

日

日

日

の

記

０

２

３

４

５

７

そ

無

平均 日数

間

間

間

間

間

聞

他

入

日

日

日

日

日

日

の

記

０

１

２

３

５

１０

そ

笠
〔

平均 日数



い 年次有給休暇
行管庁が発表した実態調査によると,パ ート

タイマーの場合,労働基準法で定められた年次

有給休暇を与 えていない企業 は約 56%5)で

あった。表 17に よると,臨時・パート従業員の

場合,16社 (57.1%)で与えられておらず,与
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臨・パ従業員

甲;」 合
(%)

32 1

57 1

10.7

100,0

44.4

0.0

44 4

11.1

0.0

00
00
00

100,0

34日

0.0

00
22 2

66.7

11.1

0.0

0.0

00
00

100.0

6.9日

えられていないだろうと推測される無記入分を

合めると 19社 (67.8%)を 占め,僅かに高くな

る。更に,与 えていると回答している企業でも,

ほとんどの企業が労l動基準法第 39条に貝」って,

出勤率が 80%以上の者に限ると回答している。

労l動省でも急増するパートタイマーの銀護は緊

急課題となっており,改善を余儀無くされると

推察される。また正規従業員でも,6社 (13.3%)
が与えておらず,雇用水準の低さを顕著に示し

てモ́ヽる。初年度日数 。次年度日数 。最高日数は

表 17の とおりである。

(3)賃金

賃金について労働基準法第 11条は「この法律

で賃金とは,賃金・給料・手当・賞与その他名

称の如何を問わず,労 l動の対l賞 として使用者が

労働者に支払 うすべてのものをいう」と規定し

ており,その範囲は広い。また賃金問題は労使

にとって最も重要視されている。賃金
0は数多

くの要因によって決められた基本給を中心に,

諸手当などいくつかの名称の支払項目によって

構成されており, しかもその賃金は個別企業ご

とに決定されるので千差万別である。

lイ)支払形態
賃金の支払形態には,一定の労l動時間を単位
にして賃金の算定をする時間給制と出来高に応

じて賃金が決定される出来高給制 とがあるが ,

本調査では時間給制の代表的なものである月給

制 。日給月給制 。日給制 。時給制によって調査

した。表 18に よると,正規従業員では月給制が

表18 賃金の支払形態 (重複回答)

臨・パ従業員

T;」 合
(%)

3.6

42 9

14.3

42.9

0,0

3.6

表17年 次 有 給 休 暇

有

・
無

初

年

度

日

数

次

年

度

日

数

制

制

制

制

他

入

給

給

月

給

給

の

記

然柏

月

日

日

時

そ

無

最
　
一両
　
日
　
数

00

889

11 1

00

100.0

計

―- 20 -―

計

一人

有

無

記年
小

平均 日数

口十

問

間

間

他

日

日

日

の

５

２０

４０

そ

平均 日数

計

問

間

問

間

間

間

間

間

他

日

日

日

日

日

日

日

日

の

２

５

６

７

８

１０

１３

‐５

そ

平均 日数

計

間

間

間

間

間

間

関

他

日

日

日

日

日

日

日

の

０

３

６

７

８

１２

‐４

そ

45

回答数
(社 )

36

36

2.8

28

19.4

36 1

13 9

2.8

2.8

5.6

13.9

46日

100.0

27_8

56
44 4

83
28
2,8

28
5.6

100 0

80 0

133

67

割 合
(%)

正規従業員

20.8日

100 0

2.8

80,6

5.6

11.1

75日

100 0

28

回答数
(社 )

45

回答数
(社 )

正規従業員

100.0

64.4

44 4

13.3

11 1

0.0

00

?F」 合
(%)

28

回答数
(社 )

22.2日 100 0
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29社 (64.4%)と最も多くなっているが, 日給

月給制が 20社 (44.4%), 日給制が 6社 (13.3%)

とかなり採用されており,時給制も僅かながら
5社 (11.1%)採 用されている。これは中小企業

の特徴の一つで,事務系従業員と現場従業員と
の待遇の違いが出たものである。また, これは

賃金のみに関したことではなく,休 日・休暇・

賞与等にも見られることである。

(口)初任給と日給 。時給
現在の正規従業貝の大卒・高卒者の初任給を

表 19に,臨時ウく―卜従業員の日給・時給を表
20に示した。この設間に対しての回答は賃金の

額に関することだけに少なく,特に採用の少な
い女子正規従業員の大卒者と男子臨時・パート

従業員の時給に関しては少ない結果となった。

正規従業員の初任給の場合,大卒者は,男子従

表19正 規 従 業 員 の 初 任 給

女子従業員

割合
(%)

2.2

2.2

4.4

2.2

0,0

2.2

0,0

0.0

86.7

97,217円

2.2

44.4

8.9

4.4

0.0

0.0

0.0

0.0

40.0

85,678円

100.0

業員が 11～ 12万円未満,女子従業員が 9～ 10万

円未満にピークをもち,高卒者は,男子従業員
が 9～ 10万円未満,女子従業員が 8～ 9万円未満

にピークをもっている。臨時・パート従業員の

場合は正規従業員の男女差よりも大きな差が見

られ,日 給は,男子従業員が 5,000～ 5,500円 未

満,女子従業員が 3,000～ 3,500円 未満にそれぞ

れピークをもち,時給においても同様な結果で

あり,男子従業員が女子従業員よりも50%以上
の高額な値となっている。以上の結果を,昭和
58年 1月 21日 改正の青森県食料品製造業最低

賃金 (1日 3,180円 (時間給労l動者については,

1時間 398円 ))と比較すると,上回っているが,

女子臨時・パート従業員の場合それは僅かなも

表20 臨時・パー ト従業員の日給・時給

女子従業員

割合
(%)

日

3.6

46.4

10.7

3.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

35.7

給

3,390円

大

　

　

卒

　

　

者

高

　

　

卒

　

　

者

時

給

3.6

64.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

32.1

410円

計

―- 21 -―

回答数
(社 )

．

２０

４

２

０

０

０

０

・８

45

割合
(%)

2.2

0.0

2.2

6.7

11.1

8.9

2.2

2.2

64.4

2.2

15.6

22.2

15.6

0.0

6.7

0.0

2.2

35.6

100.0

男子従業員

回答数
(社 )

113,493円

97,431F【 l

45

8万円未満

8～ 9万円未満

9～ 10万円未満

10～ ■万円未満

■～12万 円未満

12～ 13万円未満

13～ 14万円未満

14～ 15万円未満

無  記  入

平 均 金 額

8万円未満

8～ 9万円未満

9～ 10万円未満

10～11万 円未満

11～ 12万 円未満

12～13万 円未満

13～ 14万 円未満

14～ 15万 円未満

無  記  入

平 均 金 額

回答数
(社 )

281(〔l.0

割合
(%)

3.6

3.6

0.0

0.0

3.6

28.6

7.1

10.7

3.6

39.3

0.0

3.6

0.0

0.0

0.0

7.1

7.1

7.1

7.1

67.9

5,213円

666円

28

男子従業員

回答数
(社 )

3000円未満

3((10～ 35(10円 未満

3500～4000円未,i苛

4000～ 4500円未,両

4500～5000円未満

5000～ 5500円未,i苛

5500～ 6000円未満

6(X10～ 6500円未,両

6500円以」ヒ

無  記   入

平 均 金 額

4(10～

450～

5(10～

550´―

600～

650～

狗0～

400円 未満

ЪO円未満

500円 未満

550円未満

600円未満

65(l円未満

700円未満

750円 未満

750円 以上

記   入無

平 均 金 額

計 100.0



のである。

?う 基本給
賃金のうちで最も大きな部分を占める基本給

は,年令・勤続年数・学歴・能力・技能・経験 。

職務内容・作業条件等々数多くの要因によって

決められており,年令給 。勤続給 。能力給・職
務給は代表的なものである。正規従業員の場合 ,

職務評価によって各職務の相対的価値を明らか

にし,その価値に対応して決定される職務給0

の採用が,表 21に よると,36社 (80,0%)で 最
も多く,年令給・勤続給・能力給は同程度の採
用が見られ,その賃金体系は職務給体系と考え

られる。臨時 。パート従業員の場合,賃金支払
形態が日給制 。時給制ということから明確では

ないが,生活保障的要素よりも職務を遂行する
能力を重視して賃金が決定されていると推測さ

れる。

ll 諸手当
諸手当の多いことは,わが国の賃金体系の一
つの特色であるが,諸手当0には,特殊な業務あ

るいは作業に対して支払われるもの,精勤状態
に対して支払われるもの,生活補助的に支払わ
れるもの等がある。表 22に よると,全般にわ

八戸工業大学紀要 第 3巻

臨・パ従業員

省J 合
(%)

17 9

67.9

14 3

25.0

57 1

17.9

たって正規従業員が高い割合で採用されている

のだが,正規従業員は,通勤手当の採用が最も
多く,43社 (95.6%)で ,役付手当・家族手当
が続いている。臨時・パート従業員も通勤手当

の採用が最も多いが,次には欠勤率を減少させ
る為の皆精勤手当の採用が続き,あ との採用は

極端に少なくなっている。また労働意欲の向上

を図るために,奨励金 。歩合給の採用が正規従
業員よりも多くなっているのが目立つ。

l′
十、l 賞与

賞与の代表的本質については,生活補助的賞
与説 。賃金後払い的賞与説・業績給的賞与説・

利潤分配的賞与説の 4つがあるが, これもわが

国の独特なものであり,特定時期の慣習的な賃
金として広 く採用され,支払われている。表 23

によると,賞与は正規従業員,臨時・パート従
業員とも年二回支給されているが,年間支給状
況は,臨時・パート従業員の場合正規従業貝と
は較べものにならない程低くなっており,金一

封と 1～ 2カ 月分未満で 14社 (56.0%)を 占めて

いる。また,かなり額的に少ないだろうと推沢」
される無記入分を含めると全体の約 75%にな
ると思われる。正規従業員の場合は支給状況に

かなりの幅があり,企業間較差を顕著に表わし
表21 基   本   給

表22 諸   手   当

臨・パ従業員

当

当

手

手

付

能

役

技

年

令

給

勤

続

給

能

力

給

職

務

給

35.7

53.6

10.7

28.6

57 1

14.3

100 0

特殊勤務手当

皆精 勤 手 当

奨  励  金
歩  合  給
家 族 手 当

住 宅 手 当

通 勤 手 当

食 事 手 当

そ の  他

制 合
(%)

71
17.9

14.3

57.1

7.1

3.6

7.1

3.6

67.9

17.9

7.1

計

―- 22 -―

有

無

無記入

有

無

無記入

ヤ人

有

無

記鉦
〔

入

有

無

記征
〔

45

27

11

7

回答数
(社 )

100.0

80 0

8.9

11 1

60 0

24.4

15.6

55.6

24.4

20.0

55,6

28,9

15.6

省」 合
(%)

正規従業員

28

8

16

4

回答数
(社 )

45

回答数
(社 )

100.0

割

ぐ%
合

＞

正規従業員

82 2

48.9

37.8

57.8

22
00
77.8

40 0

95.6

26.7

111

28

回答数

(社 )

計 100.0



八戸市下の企業における従業員の労働条件についての一考察 (小嶋)

表23 賞 与 して支払われているが,7社 (15.6%)で は全 く
支払われず,退職後の生活の銀障がない状態で

ある。臨時・パート従業員は,最近勤続年数も

長く,かつ正規従業員と変わら残時間桔で勤務
しているにもかかわらず,退職金制度が有ると

回答している企業は 2社 (7.1%)た らずで,ほ
とんどの企業が退職金制度を有していない。

14)福利厚生

福利厚生
4)と は,企業がその目的を達成する

ために人事 。労務管理の一環として,生活的側

面からとらえた従業員および家族の福祉の安定

と向上をめざして行なう直接的労l動条件以外の

諸施策の総称であるといわれる。福利厚生には,

企業が法律的義務として実施する法定福利費に

よる各種社会保険と企業が独自に実施する法定

外福利費による施設・制度がある。法定福利厚

生としては,健康録険・労災保険・雇用保険・

厚生年金保険が代表的なものである。法定外福

利厚生は,その内容が時代の変化を顕著に表わ

しているといわれており,具体的実例は多種多

有
　
・

無

支
給
回
数

表24 退   職   金

臨・パ従業員

宙1 合
(%)

89.3

7.1

3.6

100.0

92.0

8,0

0.0

100.0

20,0

36 0

8.0

12 0

40
0.0

0,0

20.0

100.0

臨・パ従業員

年

間

支

給

引大

ユ兄

表25 諸   保   険

臨・パ従業員

省」
(% )

%)
省1
(

7.1

89,3

3.6

100.0

ている。

lへl 退職金

退職金の本質についても,勤続功労説 。賃金

後払い説 。生活保障説などがあげられるが, 自

社に独自の退職金制度を有 している企業以外

は,中小企業退職金共済制度・特定退職金共済

制度・ メーカー退職金共済制度・録険会社退職

金制度等々を利用して退職金を支払っている。

表 24で はその種類を問わなかったが,正規従業

員では 37社 (82.2%)で,何 らかの制度を利用

一人

有

無

記

計

征
小

健
康
保
険

57.1

28.6

14,3

57.1

28.6

14.3

75,0

17 9

71

厚
生
年
金

保
　
　
険

雇
用
保
険

労
災
保
険

そ

の

他

82.1

10.7

7.1

00
7.1

92.9

―- 23 -―

25

28

25

回答数
(社 )

100.0

97.8

00
2.2

100 0

95.5

4.5

0.0

100.0

0,0

11.4

15.9

20 5

20 5

15,9

9.1

68

行」 合
(%)

44

45

44

正規従業員

回答数
(社 )

計

計

回

回

入

２

１

征
＾
言己

計

金  一  封
1～ 2ヵ 月分未満

2～ 3ヵ 月分未満

3～ 4ヵ 月分未満

4～ 5ヵ 月分未満

5～ 6ヵ 月う,｀未年前

6ヵ 月分以上

無  記  入

笠 一人

有

無

記

28

回答数
(社 )

100,0

T刊  合
(%)

82.2

15.6

2.2

正規従業員

回答数
(社 )

45

ま

28

回
(

答数
社 )

91.1

4.4

4.4

95.6

22
2.2

95.6

2.2

2.2

20.0

6.7

73.3

100.0

合
，%

■
ロ

91,1

4.4

4.4

45

正規従業員

回答数
(社 )

入

有

無

記征
〔

入

有

無

記征
ヽ

入

有

無

記笙
小

有

無

無記入

入

有

無

記征
小

計 100.0
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様であるが,分類すると大きく三つに分けられ
る°。第一に衣食住に関する施設 (社宅。食堂・

売店。作業衣等),第二に生活向上,文化・体育・

趣味・娯楽に関する施設 (運動場・教養娯楽各

部・教養施設。各種 レクリェーション・保養所・

休養施設・医療施設等),第二に共済。金融に関
する施設 (慶弔金制度・貸付金制度等)がある。
lイ)諸保険
法定福利厚生である諸保険について示したの

が表 25である。正規従業員の場合はよく採用さ

れているが,それでも 100%と いうわけにはい

かなかった。臨時・パート従業員の場合は一般

的に低いが,そのうち最も採用されているのは

労災保瞼で,23社 (82.1%)で ある。やはり,業
務上の不慮の災害に対しては,企業も経済的な

負担を強いられるがやむを得ないとしているら

しい。次に多いのが雇用保険で,21社 (75.0%)

表26諸 施 設 等

臨・パ従業員

割 合
(%)

である。その他の保険としては,各種傷害録陵。

企業年金・厚生年金基金等があげられた。尚,行

管庁の実態調査
°では労災保「父未加入が約

15%,雇用保険未加入が約 43%と なっている。
(口)諸施設等
法定外福利厚生である諸施設及び制度は,法
定福利の諸保険以上に企業間の規模格差がはっ

きりとしていて,規模が大きくなるほど充実す
る傾向がある。表 26の 中で,従業員食堂・娯楽
休養施設は,正規従業員が 29社 (644%)・ 30社

(66.7%),臨 時・パート従業員が 17社 (60.7%)・

20社 (71,4%)と共に低い割合を示しているが,
これはかなり小規模な企業も合まれている為で

あり,中 。大規模な企業だけでは高い割合を示

表27慶 弔 見 舞 金 制 度

臨 。パ従業員

省1 合
(%)

60,7

214

17 9

結
婚
祝
金

死
　
　
亡

弔

慰

金

従

業

員

宿
　
　
合

憔人
　
　
　
生
ロ

見

箋
分
金

従

業

員

食
　
　
堂

出
産
祝
金

娯
楽
休
養

施
　
　
設

60,7

28.6

10.7

3.6

71.4

25.0

71.4

14.3

14.3

60.7

21.4

17 9

53.6

28 6

17.9

78.6

10 7

10.7

71.4

17.9

107

21 4

57.1

21 4

0.0

7.1

92.9

更

衣

室

96.4

0.0

3.6

見傷

舞

金病

入
学
祝
金

そ

の

他

作
業
衣
等

の

貸

与

そ

の

他

82.1

3.6

14,3

計

0.0

7.1

92.9

100.0

―- 24 -一

入

有

無

記笠
小

入

有

無

記征
小

一人

有

無

記笙
（

入

有

無

記鉦
小

入

有

無

記笙
〔

有

無

征
（
入

45

鬱

２

１

29

11

5

回答数
(社 )

100 0

22
13.3

84.4

84.4

6.7

89

93.3

4.4

2.2

66.7

178

15.5

64.4

24.4

11.1

24,4

55,6

20.0

割 合
(%)

正規従業員

28

回

ぐ
数
，
答
社

入

有

無

記笙
小

入

有

無

記笙
〔

入

有

無

記征
〔

入

有

無

記征
小

一人

有

無

記征
小

一人

有

無

記征
〔

一人

有

無

記征
小

45

回答数
(社 )

100.0

4.4

20.0

75.6

28 9

48.9

22 2

80.0

11.1

89

68 9

178

133

68.9

17.8

13.3

84.4

8,9

6.7

77.8

8.9

13.3

)

告1
(%

正規従業員

28

回答数
(社 )

計 100.0
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している。また,水産加工業という特殊な業種

で,一次加工の現場では水浸しにもなりかねな

い状況にあり,絶対に必要であると推測される

作業衣の貸与が,正規従業員で 38社 (84.4%),

臨時・パー ト従業員で 23社 (82.1%)と 少し低

いと思われる。従業員宿舎が,正規従業員で 11

社 (24.4%),臨時・パート従業員で 1社 (3.6%)

と低 くなっているのは,従業員の大部分が地元
の人間で,持家がある結果の現われだと思われ

る。最後に,その他の諸施設として,僅か 1社

(2.2%)だ lすが風呂の施設があると回答してい

る。

lノ

＼l 慶弔見舞金制度

慶弔見舞金制度として,結婚祝金・死亡弔慰

金・災害見舞金・出産祝金 。傷病見舞金・入学

祝金の六つをあげ回答を求めた結果が表 27で

ある。これより,臨時・パー ト従業員の方が正

規従業員に較べて,全般に低い値を示している

が,似たような傾向を示している。制度のうち

で,入学祝金だ lすが他のものより,正規従業員で

13社 (28,9%),臨 時・パート従業員で 6社 (21.4

%)と 低 くなっているのが日立つ。従業員本人
の慶弔なら未だしも,子供のことまでは手が回

らないといったところだろうか。その他として

は,敬老祝金・勤続 25年祝金等があげられた。

4。 ま と め

わが国は,終身雇用と年功制を撮証してきた

が,最近,個人の欲求が多様化し,高度化した

結果生じてきた欲求不満等が欠勤率・離職率を

増してきたと言われている。当然ながら勤続年

数等にも影響を与え,職種に対する熟練者等の

不足の問題にもなりかねない。対策としては,根

本原因と推測される仕事のや りがい 。職場の人

間関係・職場外の生活環境等への配慮と処置が

重要 となる。八戸市下の水産加工業の場合にも,

食料品工業の中ではかなり特殊的な面があるの

で, このようなことには特に心掛け,地場産業

発展の為にも,働 く者に,特に若年層の者に魅

力ある職場づくりをする必要がある。このこと

は,従業員の平均年令にも影響を与えており,八

戸市下の水産加工業界の場合かなり高令化が日

立ってきており,後継者作 りが必要とされてき
ている。また,将来の水産加工業界は,新製品

や新技術の導入。開発で高度加工化へ向かう。そ

の為には,人材の確保と育成がカギであるとし

ていながらも,地場産業である水産加工業界の

雇用水準は,中央に較べると,高 くなってきた

と言われながらも,労働時間,休 日・休暇,賃

金,福利厚生のどれをとっても,全般にわたっ

てまだまだ低い状態にある事,ま た企業規模も,

資本金・従業員数のどちらをとっても,いわゆ

る中小企業と言われる小規模なものである事等

から,昨今,就職のUタ ーン現象と言われなが

らも,水産加工業界の場合には,求人数に対し

て求職者数が少なく,特に,大卒者の占める害」

合は著しく少なくなっていると推測される。ま

た,水産加工の場合には, どうしても機械化す

ることができず,手作業に頼らざる得ない部分

や,ま だ機械化すると,む しろコス ト高になっ

てしまうような部分が多くあり,多 くの人手を

費やしてしまう結果となる。こうした中で,l動

き手の主流は,賃金を安く使 うことができ,手

軽に人員を集めることができる女子従業員とな

る。特に,中高年の婦人のパートタイマーとな

るのである。しかし,最近,行政管理庁の発表

した「パートタイム労l動者等の労働条件確保に

関する実態調査」によると,勤務条件が常勤者

とそう変わらないのに不利な待遇を受 1/ナている

ことが明らかになりぅ労働者に対して, こうし

た点の改善を図るため,事業所に対する行政指

導を徹底するよう勧告してお り
°,ま た労働省

内に設 lす られたパートタイマープロジェク ト

チームは,一般社員 と労働実態の変わ らない

パート労働者には,雇用・健康保険や労l動基準

法の適用などを一般社員と同じ扱いにすべきだ

との提言をまとめ発表している
3)。 このような

ことから, これからは手軽に採用してきたパー

トタイマーの処遇が問題とされるだろう。実際
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に,八戸市下の水産加工業に働 く臨時・パート
従業員は正規従業員に比較して様々な差別を受

けている。先ず,労 l動時間が正規従業員と較べ

て変わらないパートタイマーは約 7割目]に も及

ぶが,年次有給休暇はほとんど与えられていな
い。与えられていたとしても,出勤率が 8割 を
越える者に限るとしている。また,休 日に関し
ても,賃金の対象とならない為,年未・年始休
日,夏季休日など長期の休日が設けられている
のは良いが,月 々の給料に変動をきたし,減額
になってしまう結果にもなる。また,ほ とんど
の諸手当の支給率が低 く,パ ートパイマーの賃
金は時給だけで計算されており,長年勤め,そ
の経験に対 して支払われる役付手当・技能手

当・特殊勤務手当等,ま た住宅手当・家族手当

等も皆無に近い状態である。更に,賞与に関し
ては著しく,確かに年二回は支給はされている
ものの,年間の支給状況は較べものにならない
はど低くなっており,約 7害」位は金一封もしく
は 1～ 2カ 月分未満となっている。そして長年の

労に報いる退職金においても 7.1%の支払い状

態である。最後に,福利厚生においてであるが,

法定福利厚生である雇用保険 。厚生年金保険・

健康保険・労災保険においても,採用率は約 7割

弱で,正規従業員より3割弱も低 くなっている。

しかし,法定外福利厚生である諸施設 。諸制度
等は,企業間に格差があるとしながらも,正規
従業員よりも僅かに劣るが,ほ とんど変わらな
い状態であることは喜ばしい。このように様々

な面において,臨時・パート従業員は正規従業
員と較べて差別されている。しかも, これを改

善する為に,労働組合法でそれを組織し,団結

することを擁護されているはずの労働組合も 1

害J強しかなく,労 l動条件について交渉するため
の行動ができない状態である。しかし,労働省
内に設けられたパートタイマープロジェク ト

チームの提言0に よると,パ ート労l動者に関す
る就業規則を変更する場合,労 l動組合が無くて
も,パ ート労働者の過半数を代表する者の意見
を聴くべきだとしている。このようなことから,

八戸市下の水産加工業界は地場産業発展の為に

も,雇用水準の向上を図り,人材の確保に努力
することが望まれている。
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